
１ 特定の関係にある資格者同士の入札参加に関する制限 

 入札参加者間に入札の適正さが阻害されると考えられる資本関係又は人的関係がある場

合には、公正な入札の執行の観点から、同一入札への参加を制限します。

２ 官公需適格組合の場合 

  官公需適格組合が入札に参加する場合には、当該組合の構成員が同一の入札に参加す

ることができません。 

また、官公需適格組合の代表者が、当該組合の構成員である法人の役員である場合に

は、当該法人と親子関係・人的関係にある会社は同一の入札に参加することはできませ

ん。 

Ａ会社

Ｂ会社 Ｃ会社

× 

 同一入札への参加が制限される場合

① 親子関係

② 親会社が同じ子会社

× × 

× 

Ｄ会社

× 

③ 取締役兼任

事 後 審 査 型 一 般 競 争 入 札 に お け る

特 定 の 関 係 に あ る 資 格 者 同 士 の 入 札 参 加 に 関 す る 制 限

標準入札説明書例別記１ 



３ 人的関係の基準 

 一方の会社の役員が他方の会社の役員を兼ねている場合など、同一の者がそれぞれの会

社の経営に関与することにより入札の価格を決定したり、又は知り得る立場にあることか

ら、同一の入札への参加を制限します。

【同一入札の参加を制限される人的関係の基準】

以下に掲げる者が、他方の会社の取締役（委員会設置会社の場合は執行役）となっている場合。

① 取締役（※1）
② 委員会設置会社における執行役

③ 会社更生法第 67条第 1項又は民事再生法第 64条第 2項の規定により選任された管財人

※1 社外取締役、執行役を兼ねていない委員会設置会社の取締役は除く。

【Ａ官公需適格組合】

構成員 Ｂ会社、Ｃ会社

    Ｄ会社、Ｅ会社

代表者

Ｂ会社の代表取締役ｂ

Ｂ会社、Ｃ会社、Ｄ会社、Ｅ会社

Ｆ会社

（Ｂ会社と親子関係にある会社）

Ｇ会社

（ｂが代表取締役となっている会社）

同一の入

札に参加

できない

Ｈ会社

（Ｃ会社と親子関係にある会社）

Ｉ会社

（Ｄ会社の代表取締役ｄが代表取締役

となっている会社）

同一の入

札に参加

できる



４ 親子関係の判断 

 子会社とは、会社法第２条第 3号に該当する会社をいい、親会社とは同法第 4号の規定
に該当する会社をいいます。

 概ね、以下に示す関係を有していれば、親子関係があるものと判断します。

（１） 議決権の過半数を有している場合 

ア 直接過半数の議決権あり      イ 子会社と併せて過半数の議決権あり

会社 会社

親
子
関
係
あ
り

親
子
関
係
あ
り

子会社

子会社 子会社

  ウ 子会社が過半数の議決権あり

会社

親
子
関
係
あ
り

子会社

孫会社

議

決

権

50％超

※ 子会社が以下に該当する場合は、有効な支配従属関係が存在しないと認められるため、親子

関係はないものとします。

①民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けている

  ②会社更生法の規定による公正手続開始の決定を受けている

議

決

権

議

決

権
議

決

権

50％超

40％超
10％



（２） 議決権の４０％以上５０％未満を保有している場合 

ア 他の会社と併せて過半数の議決権を有する場合

会社

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

イ 一定の人的な関係がある場合

   自己の役員、業務を執行する社員、使用人若しくはこれらであった者が、他の会

社の取締役会等の構成員の過半数を占めている場合。

会社

取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ

親
子
関
係
あ
り

子会社

取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｄ

会社

現在の役員：取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ

過去の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｆ

親
子
関
係
あ
り

子会社

現在の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｇ

議

決

権

45％

議

決

権

45％

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・

資金・技術・取引等により自己の意思と同一

の内容の議決権を行使すると認められる会

社、又は同一の議決権の行使に同意している

会社 

議

決

権

45％
議

決

権

15％



ウ 重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在する場合

会社

親
子
関
係
あ
り

子会社

エ 資金調達額の総額の過半数の額を融資している場合

会社

親
子
関
係
あ
り

子会社

オ 他の会社と併せて過半数の額を融資している場合

会社

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

議

決

権
45％

契

約

議

決

権

45％
融

資
50％超

融

資

融

資

議

決

権

45％30％

25％

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・資金・技術・取引等において自己と緊密な関係

のある会社 



（３） 議決権の保有が０％以上４０％未満である場合であって、他の会社と併せて過半

数を有する場合 

ア 一定の人的な関係がある場合

会社

取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｄ

会社

現在の役員：取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ

過去の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｆ

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

現在の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｇ

議

決

権

35％

議

決

権

20％

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・資金・技術・取引等により自己の意思と同一の

内容の議決権を行使すると認められる会社、又は同一の議決権の行使に同意している会社 

議

決

権

35％

議

決

権

20％



イ 重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在する場合

会社

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

ウ 資金調達額の総額の過半数の額を融資している場合

会社

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

会社

親
子
関
係
あ
り

会社 ※

子会社

議

決

権

35％

議

決

権

20％

契

約

議

決

権

35％

議

決

権

20％

融

資

50％超

議

決

権

35％
議

決

権

20％

融

資

35％

融

資
20％

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・資金・技術・取引等において自己と緊密な関係

のある会社 



別記２ 

入札参加資格審査資料の提出について 

 入札説明書６(4)ウの「入札参加資格の審査」に係る提出書類は次のとおり。 

１ 一般競争入札参加資格確認申請書（様式１） 

２ 資本関係・人的関係調書（様式２） 

３ 事業協同組合等にあっては、組合員名簿 

４ 官公需適格組合にあっては、官公需適格組合の証明書写し 

５ 事業所所在地及び警備業務を営むことを証する調書（様式３） 

  本調書における記載事項の証として、次に掲げる書面を併せて提出すること。 

(1) 警備業認定書及び営業所設置等届出書の写し（警備業法第４条、第５条、第７条又は第９条

の規定に基づく関係書類の写しで、札幌市内の事業所であること、並びにその事業所の警備員

指導教育責任者の届出内容が確認できるもの） 

(2) 届出している警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る資格証及び健康保険証の

写し 

(3) 上記(1)の事業所が社会保険適用事業所であることを証するものとして、当該事業所におい

て警備業務に従事する者の名簿及びそれらの者の健康保険証の写し 

(4) 上記(1)の事業所が納付義務者である労働局又は労働保険事務組合のいずれかが発行してい

る直近の労働保険料の領収書写し。なお、労働保険に係る継続事業の一括承認を受けている場

合は、その旨を証する書類の写し〔写しがない場合はその旨を証する申出書（任意書式）〕を

併せて提出。 

(5) 警備業の業務遂行に関する賠償責任保険証の写し 

６ 契約実績調書（様式４） 

本調書における記載事項の証として、契約書又は発注書その他発注者が発行した契約実績を証

するものの写しを併せて提出すること。 





様式１ 

  年  月  日 

一般競争入札参加資格確認申請書 

（あて先）札幌市長 

                     住  所 

申 請 者  商号又は名称

代表者氏名               ㊞ 

令和３年８月 20 日付け入札告示のありました 処理場管理事務所警備業務   

に係る競争入札参加資格について、確認されたく、下記の書類を添えて申請します。 

 なお、当社は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

しない者であること、並びにこの申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ない

ことを誓約します。 

記 

添付資料 

添付の有無 添 付 書 類 等 の 名 称 備 考 

 資本関係・人的関係調書  

 事業所所在地及び警備業務を営むことを証する調書  

 警備業の業務遂行に関する賠償責任保険証の写し  

 契約実績調書  

 組合員名簿  

 官公需適格組合の証明書写し  

注：添付した書類は、「添付の有無」欄の○印をつけてください。なお、この場合、どの書類が必要

か告示及び入札説明書により確認してください。 

【資本関係・人的関係申出書】 

 入札日現在における、当社と、他の札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）等間の資

本関係・人的関係について、次のとおり申出いたします。 

    資本関係又は人的関係   有り ・ 無し （どちらかに○を付する。） 

※有りの場合は、「資本関係・人的関係調書（様式２）」を添付すること。 



様式２ 

資本関係・人的関係調書 

年  月  日  

（あて先）札幌市長

                           所 在 地

                      申告者  商号又は名称

                           代表者氏名              ㊞

 当社と資本関係及び人的関係のある者は、次のとおり相違ありません。 

記

１ 資本関係に関する事項 

① 会社法第２条第４号の規定による親会社は、次のとおりです。 

商号又は名称 所在地 代表者氏名 

② 会社法第２条第３号の規定による子会社のうち、札幌市競争入札参加資格者名簿に登載されている者は、

次のとおりです。

商号又は名称 所在地 代表者氏名 

③ ①に記載した親会社の他の子会社のうち、札幌市競争入札参加資格者名簿に登載されている者は、次のと

おりです。 

商号又は名称 所在地 代表者氏名 

２ 人的関係に関する事項 

役員等を兼任している他の会社（親子関係にある会社を除く。）のうち、札幌市競争入札参加資格者名簿に登

載されている者は、次のとおりです。

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

役職 氏名 商号または名称 所在地 役職

【 備 考 】 

・ 役員等とは次に掲げる者をいいます。 

  1 取締役（社外取締役、執行役を兼ねていない委員会設置会社の取締役は除く。）、代表取締役 

  2 委員会設置会社における執行役、代表執行役 

  3 会社更生法第67条第1項又は民事再生法第64条第2項の規定により選任された管財人 

・ 記載事項の真偽を確認するため、会社法第121条に規定する株主名簿の写しその他関係資料の提出を求め

ることがあります。 

・ 該当のない事項については、その欄に「該当なし」と記載してください。 

・ この申告書に記載された事項が事実と相違することが明らかとなった場合には、札幌市競争入札参加停止

等措置要領の規定に基づく参加停止等の措置を行うことがあります。 



様式３ 

事業所所在地及び警備業務を営むことを証する調書 

１ 施設警備に係る札幌市内の本店又は支店等 

名     称 所   在   地 

※警備業認定書写しのほか、上記の事業所の名称、所在地、警備区分及び警備業務の種別並びに下記２の警備員指導

教育責任者の届出内容を明記した申請書又は営業所設置等届書の写しを添付すること。 

２ 上記１の事業所における警備員指導教育責任者等 

氏        名 住      所（注１） 

※警備員指導教育責任者証及び健康保険証（氏名や事業所名が記載された面）の写しを添付すること。 

※入札参加資格において警備業法第２条第１項第２号の警備に係る資格も求めている場合は、第１号及び第２号それ

ぞれの警備について選任する警備員指導教育責任者を記載（兼務の場合はその旨を記載）すること。 

※機械警備業務の場合は、警備員指導教育責任者のほか機械警備業務管理者を記載のうえ、機械警備業務管理者資格

者証及び健康保険証の写しを添付すること。 

３ 上記１の事業所において雇用する警備業務に従事する者 

氏        名（注２） 住      所（注１） 

１

２

３

４

５

６

※社会保険適用事業所及び警備員の雇用形態を証する書類として、健康保険証の写し（氏名や事業所名が記載された

面）のほか、上記１の事業者（官公需適格組合にあっては当該組合又は組合員（組合が指定した札幌市内に所在地

を有する組合員のいずれか））が納付義務者である労働局又は労働保険事務組合のいずれかが発行している直近の

労働保険料の領収書写しを添付すること。なお、労働保険に係る継続事業の一括承認を受けている事業所の場合は、

その旨を証する書類を併せて添付すること。また、上記の警備業務に従事する者として、上記２に掲げる者が労働

基準法第９条に定める労働者の場合は、上記３の警備業務に従事する者に含めても良い。

４ 契約締結前交付書面（警備業法第 19条に定める書面。任意書式） 

落札した場合、契約締結前に交付することを誓約します。 

５ 警備業の業務遂行に関する賠償責任保険証書の写し※ 

別添のとおり  

【注 意】 

１ 警備員指導教育責任者等及び警備業務に従事する者の住所の記載にあっては、札幌市内に住所を有する方は「札幌市

○○区」、札幌市外の近郊に住所を有する方は「○○市」のみの記載で構いません。 

２ 官公需適格組合にあっては、３の警備業務に従事する者の氏名の後に組合員名称を（  ）書〔例：○○○○（組合

員名称）〕を記載すること。 



様式４ 

契 約 実 績 調 書 

申請者(入札参加者)名             

●札幌市、国、その他の官公庁又は民間企業における契約実績 

契   約   名 発 注 者 名 契約金額(円) 契 約 期 間 

   自   年  月  日 

至   年  月  日 

   自   年  月  日 

至   年  月  日 

   自   年  月  日 

至   年  月  日 

   自   年  月  日 

至   年  月  日 

   自   年  月  日 

至   年  月  日 

   自   年  月  日 

至   年  月  日 

【留意事項】 

１ 平成31年４月１日以降における警備業務の履行実績を記載すること（毎年度１件以上の実績があることを証明すること。ただし複数年契約の場合、履行期間１

年ごとに１件の履行実績と見なすことができる。）。 

２ 札幌市、国又はその他の官公庁の契約実績がある場合は、それを優先して記載すること。札幌市契約規則第25条第３号の規定を適用し、契約保証金を免除でき

る場合があります。 

３ 官公需適格組合の場合において、組合員の実績を記載する場合は、契約名の後に(  )書で組合員名称〔例：○○○○○業務（組合員名）〕を記載すること。 

４ 契約実績を証する書面として、契約書の写し（契約名、発注者名、契約金額、契約期間が記載されているページを抜粋）を添付すること。なお、契約書の写し

が提出できない場合は、上記記載内容が確認できる書面（発注書その他の発注者発行の書面の写しに限る）を提出すること。 


